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１．はじめに 

昨今、経済のグローバル化の進展とアジアの急成長に

伴い、人、物、情報等のシームレスな移動や流通のため

の環境の形成が求められている。国土形成計画（全国計

画）１）でも、各広域ブロック（注１）が東アジアの各地

域との直接交流や連携を通じてその成長のダイナミズム

を取り込むことが必要であり、我が国の各地と東アジア

諸地域との間において出発日のうちに目的地に到着し一

定の用務を行うことができる範囲としての「東アジア１

日圏」の拡大や、用務が終了した後には速やかに我が国

に帰ってくることが可能な「日帰りビジネス圏」の形成

を推進していくことが重要であるとしている。 

そこで、本考察では、こうした圏域の将来的な拡大ポ

テンシャルの検討内容について報告する。 

 

２．東アジアの重要性の高まり 

現在、東アジア地域においては、世界各国からの直接

投資に伴い生産ネットワークが構築され、世界の工場と

なりつつあるとともに、高成長により市場としての魅力

も高まり、それが更なる投資を呼ぶといった好循環が形

成されている。その中で、我が国は付加価値の高い部品

や素材を提供するなどの役割を担っている。一方で、急

速な発展はエネルギー需要や環境負荷の増大をもたらす

など、東アジアはこの面でも世界の中で存在感を高めて

いる。このため、我が国の経済面での貢献はもちろんの

こと、環境・エネルギー等の知見や技術力での貢献も、

相互依存関係が深まる東アジア諸地域の安定的な発展、

ひいては世界経済の持続的な発展のために重要となって

いる。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、東アジアの一員としてともに発展し 

ていくため、競争関係も念頭に置きつつ、人的、物的、 

経済的、技術的等各分野での交流と連携を深化していく

ことが重要である。 

 さらに、東アジアにおけるハード・ソフト両面で継ぎ

目のない円滑な人、物、情報等の移動や流通の環境が形

成されるとともに、世界との架け橋（アジア・ゲートウ

ェイ）となる各種の基盤の強化が進むこと（シームレス

アジアの形成）が我が国にとっても東アジアの全体にと

っても重要な課題となる。 

 

３．「東アジア１日圏」と「日帰りビジネス圏」の形成 

 こうしたことを背景に、国際交通機能の強化を図るこ

とがますます重要となる中、「２１世紀の国土のグラン

ドデザイン」（平成１０年３月国土庁）２）において、我

が国の各地と東アジア諸地域との間において、出発日の

うちに目的地に到着し一定の用務を行うことができる範

囲として「東アジア１日圏」が提唱された。これは、①

地域自立の条件として、全国各地域と世界のアクセス機

会をできるだけ均等化する必要があること、②なかでも、

近接したアジア地域との交流は国内の交流に準じたもの

になると予想され、特に、これに対応した国際交通体系

の形成が求められること、を意識した表現である。 

 また、国土形成計画（全国計画）においては、「東ア

ジア１日圏」を引き続き拡大することに加えて、シーム

レスアジアの実現成果を示すものとして、用務が終了し

た後には速やかに我が国に帰ってくることも可能な「日

帰りビジネス圏」の形成を推進することを提唱している。 

 これら圏域の形成・拡大に向けて、アジア・ゲートウ

ェイとしての国際交通拠点機能の拡充に加えて、我が国

の広域ブロックが隣接する東アジア諸地域と直接交流す

るための「広域ブロックゲートウェイ」としての国際港

湾及び空港の有効活用並びに道路、鉄道等によるアクセ

ス網の充実を図り、我が国における陸海空にわたる重層

的かつ総合的な交通・情報通信ネットワークを戦略的に

形成していくことが求められている。 
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４．圏域の拡大ポテンシャルの検討 

（１）「東アジア１日圏」の現状分析と将来予測 

ａ）定義 

 「東アジア１日圏」の現状を調査し、将来の拡大可能

性を検討するに当たり、出発日のうちに目的地に到着し

一定の用務を行うことができるという「東アジア１日

圏」の趣旨と、現実的な活動時間を踏まえ、「６時以降

に自宅を出発し、現地時間１８時までに用務が完了でき

る圏域」（ただし時差を考慮）と定義することにした。 

 この定義と、以下の想定所要時間をもとに図-１のタ

イムスケジュールを作成した。 

・自宅～国内空港までの移動を１時間 

 ・国内空港、相手国空港でのＣＩＱ（注２）に１時間 

 ・飛行時間を基本４時間 

  （時差がＸ時間の場合は【４＋Ｘ】時間となる） 

 ・相手国空港～用務を行う会議場までの移動を１時間 

 ・用務（会議等）に４時間 

 

時刻

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

現在

将来 0.5h 0.5h1h
※（5＋X）時間の飛行時間を確保

（例えば、時差が2hの場合は7h飛行可能） 1h 4h

＜現地時間＞ 相手国

※日本時間よりX時間時差がある都市に向
かう場合は（4＋X）時間の飛行時間を確保
（例えば、時差が2hの場合は6h飛行可能）
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図-１ 「東アジア１日圏」のタイムスケジュール 
 

ｂ）現状 

この定義のもと、現在、現地時間１２時までに到着で

きる航空便が毎日存在する東アジアの都市をカウントし

た結果、８都市であった３）。 

ｃ）将来 

将来の「東アジア１日圏」の検討においては、次の条

件を設定した。 

①最近の情報通信技術の目覚ましい進展を考慮し、国

内と相手国でのＣＩＱ所要時間が１時間から３０分に短

縮されると見込むことを想定。これにより、飛行可能時

間が現在に比べ１時間増加。②東アジアに最も近い九州

において、基幹的な航空輸送を担っている福岡空港を基

点とし、ここから時速７００kmで飛行することと想定。

つまり、飛行可能時間に７００km/hを乗じた距離よりも、

福岡と相手都市との実距離が小さければ、上記定義を満

たす。 

 これより将来「東アジア１日圏」を構成するポテンシ

ャルを有する東アジアの都市をカウントした結果、４２

都市となった（図-２）。 

 

 
 

図-２ 「東アジア１日圏」対象都市 
 

なお、対象都市の人口は、現在（８都市）が４，８７３

万人、将来（４２都市）が１億５，０４２万人で、約３

倍増となる。 

 

（２）「日帰りビジネス圏」の現状分析と将来予測 

ａ）定義 

「日帰りビジネス圏」の現状を調査し、将来の拡大可

能性を検討するに当たり、相手国での用務が終了した後

には速やかに我が国に帰ってくることが可能、という

「日帰りビジネス圏」の趣旨を踏まえ、「日本から相手

国に出張して、４時間以上滞在した上で日帰りできる圏

域」と定義した。 

この定義と、以下の想定所要時間及び現実的な活動時

間をもとに図-３のタイムスケジュールを作成した。 

・自宅～国内空港間の移動を１時間 

・国内空港、相手国空港でのＣＩＱに１時間 

・飛行時間を３時間 

・相手国空港～用務を行う会議場間の移動を１時間 

・用務（会議等）に４時間 
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図-３ 「日帰りビジネス圏」のタイムスケジュール 

新千

仙台

成田

羽田

新潟

中部
関西

広島

福岡 

那覇  

ハバロフスク 

ウラジオストック 

コタキナバル 
ホーチミン 

バンコク  

ハノイ 

ソウル  

海口 

昆明 重慶 

セブ 

高雄 

台北 

上海 

済州 

北京 

長春 

大連 

釜山 

煙台  
青島 

深セン 

香港  

広州 

杭州 

瀋陽 

厦門 

西安 

天津 

哈爾浜 ユジノサハリンスク 

マニラ 

サイパン 

グアム 

成都 

ウランバートル 

カトマンズ 

ニューデリー 

コロンボ 

チェンマイ 

プーケット 

南京 

現 在

将 来

※ ●：現在の１日圏 
   ○：将来で拡大する１日圏 



ｂ）現状 

この定義のもと、現在、実際に毎日日帰りできる東ア

ジアの都市をカウントした結果、４都市であった３）。 

ｃ）将来 

（１）と同様に、国内と相手国でのＣＩＱ所要時間が

１時間から３０分に短縮されると見込むと、飛行可能時

間は３時間から４時間へと延長される。 

また、将来の飛行ネットワーク形成条件については、

千歳・仙台・新潟・成田・羽田・中部・関西・福岡のい

ずれかの空港から時速７００kmで４時間飛行、すなわち、

このいずれかの空港から２，８００km以内の直線距離に

ある都市が、定義を満たすとした。 

これより将来「日帰りビジネス圏」を構成するポテン

シャルを有する東アジアの都市をカウントした結果、３

３都市となった（図-４）。 

 

 

図-４ 「日帰りビジネス圏」対象都市 
 

なお、対象都市の人口は、現在（４都市）が２，８６

２万人、将来（３３都市）が１億３，２６０万人で、約

５倍増となる。 

 

５．空港へのアクセス状況の検討 

３．で述べたとおり、東アジアとの円滑な交流・連携

の推進のためには、国際港湾及び空港の有効活用並びに

道路、鉄道等によるアクセス網の充実を図ることが求め

られる。ここでは、東アジアへ渡航するための国内ネッ

トワークの整備状況による各圏域の特徴を把握するため、

現在及び将来の空港へのアクセス状況について検討した。 

検討はＮＩＴＡＳ（注３）を用い、空港から１時間・

２時間圏内に含まれる市区町村を把握した。ここから対

象市町村の人口の全国総人口に占める割合（カバー率）

と、エリア（カバーエリア）を定量的及び視覚的に整理

した。 

なお、カバー率の算出では、平成１２年度国勢調査を

利用した。 

 

（１）現在 

現在、国際旅客便が就航している２７空港に対して、

１時間圏にある市区町村のカバー率（人口ベース、以下

同じ）は４１．０％となった（図-５）（注４）。 

 

■1 時間圏 

■2 時間圏 

１時間圏カバー率（人口ベース）⇒ 41.0％ 

※平成１２年度国勢調査

 
図-５ 国際空港からの１時間･２時間圏（現在） 

 
（２）将来 

将来は、旅客及び貨物を含む民間定期便が就航してい

る空港全てが東アジアへの就航が可能になるものと仮定

した。この８５空港に対して、１時間圏にある市町村の

カバー率は７５．７％となった（図-６）（注５）。 

 

■1時間圏 

■2時間圏 

１時間圏カバー率（人口ベース）⇒ 75.7％ 

※平成１２年度国勢調

 

図-６ 空港からの１時間･２時間圏（将来） 
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※ ●：現在の日帰りビジネス圏 
   ○：将来で拡大する日帰りビジネス圏 



６．まとめと今後の課題 

 「東アジア１日圏」及び「日帰りビジネス圏」の現状

と将来ポテンシャルについて各種条件を設定して検討し

た結果、対象となる東アジアの都市人口がそれぞれ３倍、

５倍になり、民間定期便の拡充を見据えた国内空港への

アクセスも大幅に改善するなど、将来の拡大の大きなポ

テンシャルを秘めていることを定量的に示すことができ

た。 

 将来ポテンシャルの実現には、今後の国内における交

通ネットワークの充実、各種手続きの簡略化・高速化に

よる円滑な乗り換え、空港の国際化などの複合的な要素

が存在するため、行政及び各交通機関相互の連携や調整

も必要になるものと考えられる。 

 こうした国際的な交通ネットワークの形成は、人・

物・情報等のシームレスな移動や流通のための環境の形

成を進展させ、新たな商圏の設定によるビジネスチャン

スの拡大など、我が国の経済・産業の発展に寄与するも

のである。 

 一方、本検討においては自宅～国内空港までの移動時

間を１時間以内に固定して１日圏・ビジネス圏となる東

アジアの対象都市を明らかにしたものであるが、国内移

動時間を固定せずに実移動時間を考慮に入れ、東アジア

の都市ごとに、１日圏・ビジネス圏となり得る国内のカ

バーエリアを把握し、空港へのアクセス改善との関係に

ついても検討していくことが今後の課題と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-７ 検討イメージ（上海からの1日圏） 

 

注１． 日本国内を東北・関東・中部・北陸・近畿・中

国・四国・九州に分割したブロックのこと。北

海道及び沖縄県もそれぞれが広域ブロックに相

当するものと考える。 

注２． 税関検査場（Customs）、入国審査場（Immigra

tion）及び検閲所（Quarantine）の総称。 

注３． 国土交通省による総合交通分析システム（Nati

onal Integrated Transport Analysis System）。

自動車・鉄道・航空・船舶の各交通機関を組み

合わせて交通体系の分析を行うシステム。 

注４． ＮＩＴＡＳにおいて、起点を国際空港（２７ヶ

所）、終点を全国の市区町村役場（３，２７５

ヶ所）と設定し、交通モードをフルモード（徒

歩、自動車、鉄道、船舶）として検索。 
注５． ＮＩＴＡＳにおいて、起点を民間定期便（旅

客・貨物）が就航している空港と将来開港予定

の静岡空港（８５ヶ所）、終点を全国の市区町

村役場（３，２７５ヶ所）と設定し、交通モー

ドをフルモード（徒歩、自動車、鉄道、船舶）

として検索。自動車及び鉄道は将来ネットワー

ク。 
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   今回の飛行時間の考え方 

   実際の飛行時間 

   今回の1日圏の考え方（1時間圏） 

   実移動時間を考慮に入れた1日圏 
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※上海への定期便が就航する都市は成田、福岡以外にもあるが、ここでは省略する。

今回の1日圏の 

考え方 

実移動時間を 

考慮した1日圏 

※ Ｘ＝１（日本と上海の時差は１時間） 


